（様式第１）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

住所                            

氏名　(名称および代表者の氏名)　 
　　　　年度福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付申請書
福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領（以下「交付要領」という。）第４条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
　なお、福井県補助金等交付規則（昭和４６年福井県規則第２０号）、福井県エネルギー環境部エネルギー課所管補助金交付要綱および交付要領の定めるところに従うことを承知の上、申請します。
記

1． 補助事業の目的および内容

2． 補助事業に要する経費

（１）事業費（企業立地支援事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	適用
	市町
	主たる

業種
	企業名・

事業所名
	雇用創出効果(人)
	新規・

増加

契約

(ｋW)
	投資額

(千円)
	電力給付金額(千円)
	特例給付金額(千円)
	給付

金額

(千円)
	実施細則第７条（２）のアイウの別

	実施細則第６条（

別表１）

第２欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施細則第６条（

別表１）第３欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（２）一般事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

3． 補助事業に要する経費の金額の算出基礎

4． 補助金を受けようとする額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

5． 補助事業の着手および完了予定日　　　着　手　日　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　完了予定日　　　　　　　　　年　　月　　日
（注）（１）消費税等仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。

　　　　　　補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額
（２）本交付要領第３条第２項に規定する市町合併が行われた場合にあっては、当該合併以前の旧市町名には「旧」の文字を冠して記入すること。
（３）申請書には、別紙１（暴力団排除に関する誓約書）および別紙２（県税の納付状況に関する誓約書）を添付すること。
（様式第２）
番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　 　　住所

                     　　　　　　　　　　　 　　氏名　(名称および代表者の氏名)

　　　　年度福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金補助事業計画変更承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって補助金の交付決定のあった上記補助事業を下記のとおり変更したいので、福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

1． 変更の内容

2． 変更を必要とする理由

3． 変更が補助事業に及ぼす影響

4． 変更後の補助事業に要する経費

（1） 事業費（企業立地支援事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	適用

	市町
	主たる

業種
	企業名・

事業

所名
	雇用創出効果(人)
	新規･

増加

契約

(ｋW)
	投資額

(千円)
	電力給付金額(千円)
	特例給付金額(千円)
	給付

金額

(千円)
	実施細則第７条（２）のアイウの別

	実施細則第６条（

別表１）

第２欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施細則第６条（

別表１）第３欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）一般事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
5． 同上の算出基礎

（注）中止または廃止にあっては、中止または廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。
（様式第３）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　 　　　　　住所

氏名　(名称および代表者の氏名)　
　　　　年度福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金補助事業遅延等報告書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定のあった上記補助事業の遅延等の状況について、原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第９条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

1． 遅延等の原因および内容

2． 遅延等に係る金額

3． 遅延等に対して採った措置

4． 遅延等が補助事業に及ぼす影響

5． 補助事業の遂行および完了の予定

（様式第４）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　 　　　　　住所

氏名　(名称および代表者の氏名)　

　　　　年度福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金補助事業実施状況報告書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定のあった上記補助金の補助事業の実施の状況について、福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第１０条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

1． 補助事業の実施状況の概要

2． 補助事業に要する経費の使用状況（別紙）

（別紙）

補助事業に要する経費の使用状況

（単位：円）

	補助事業に要する経費の区分
	補助事業に要する経費

	
	配分済額
	実績額

（年月日～年月日）
	支出見込額

（年月日～年月日）

	
	
	
	

	合　計
	
	
	


（様式第５）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　 住所

氏名　(名称および代表者の氏名)　
　　　　年度原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金補助事業実績報告書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定のあった上記補助金の補助事業が完了しましたので、福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第１１条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
1． 補助事業の内容
2． 補助事業の実施状況

（1） 事業費（企業立地支援事業）

	適用
	市町
	主たる

業種
	企業名・事業所名
	雇用創出効果(人)
	新規・増加契約(㎾)
	投資額(千円)
	実績額(千円)
	

	
	
	
	
	
	
	
	電力給付金額

(千円)
	特例給付金額

(千円)
	給付金額

(千円)
	実施細則第７条（２）のアイウの別

	実施要領第６条（別表１）第２欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施要領第６条（別表１）第３欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（2） 一般事務費（各経費ごとの内訳を記載）

	
	交付決定額
	実績額

	合　計
	
	

	（経　費）
	
	


３．補助金の交付決定額および交付決定年月日
４．補助金受領額及び受領年月日

（１）受領額

（２）内訳
　　　①第　回概算払額
      ②第　回概算払額
(３) 受領年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日

５．間接補助事業者に対する間接補助金交付決定額及び交付決定年月日
６．間接補助事業者に対する間接補助金確定額及び確定年月日
７．間接補助事業者に対する間接補助金交付額及び交付年月日

８．補助事業の収支決算
　　別紙収支明細表のとおり。
（注）（１）当該年度に財産を取得しているときは、本交付要領第１６条第２項の規定に基づき、様式第１０による取得財産等明細表を添付すること。

 　　（２）消費税等仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。

補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額　
（別紙）

収支明細表
	補助対象経費の区分
	交付決定額

	
	交付決定額
	流用増減額
	流用後交付決定額

	
	補助対象経費の額
	補助金の額
	補助対象経費の額
	補助金の額
	補助対象経費の額
	補助金の額

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（単位：円）
	決　算　額
	備考

	収入
	支　出
	差引
	

	補助金の収入額
	補助対象経費の実績額
	補助対象経費の限度額
	補助率
	補助金の額
	補助金返納額
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（様式第６）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　 　　　　  住所

氏名　(名称および代表者の氏名)　

　　　　年度原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金補助事業年度末実績報告書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定のあった上記補助金の補助事業について、福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第１１条第２項の規定に基づき、年度末実績を下記のとおり報告します。

記
1． 補助事業の内容

2． 補助事業の実施状況

（1） 事業費（企業立地支援事業）

	適用
	市町
	主たる

業種
	企業名・事業所名
	雇用創出効果(人)
	新規・増加契約(㎾)
	投資額(千円)
	実績額(千円)
	

	
	
	
	
	
	
	
	電力給付金額

(千円)
	特例給付金額

(千円)
	給付金額

(千円)
	実施細則第７条（２）のアイウの別

	実施要領第６条（別表１）第２欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施要領第６条（別表１）第３欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）一般事務費（各経費ごとの内訳を記載）

	
	交付決定額
	実績額

	合　計
	
	

	（経　費）
	
	


３．補助金の交付決定額および交付決定年月日
４．補助金受領額及び受領年月日

（１）受領額

（２）内訳
　　　①第　回概算払額
      ②第　回概算払額
(３) 受領年月日　　　　　　　年　　月　　日
５．間接補助事業者に対する間接補助金交付決定額及び交付決定年月日
６．間接補助事業者に対する間接補助金交付額及び交付年月日
７．補助事業の収支決算
　　別紙収支明細表のとおり。
（注）消費税等仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。

補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額
（別紙）
収支明細表
	補助対象経費の区分
	交付決定額
	交付決定額のうち翌年度への繰越額

	
	交付決定額
	流用増減額
	流用後交付決定額
	

	
	補助対象経費の額
	補助金の額
	補助対象経費の額
	補助金の額
	補助対象経費の額
	補助金の額
	補助対象経費の額
	補助金の額

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


                                              　（単位：円）
	繰越額差引後
	決　算　額
	備考

	
	収入
	支　出
	差引
	

	補助対象経費の額
	補助金の額
	補助金の収入額
	補助対象経費の実績額
	補助対象経費の限度額
	補助率
	補助金の額
	補助金返納額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（様式第７）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　         住所

氏名　(名称および代表者の氏名)　

　　　　　　　　年度福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金

　　　　精算（概算）払請求書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定のあった上記補助金について、福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第１３条第２項の規定に基づき、下記のとおり補助金の支払を請求します。

記

1． 精算（概算）払い請求金額（算用数字を使用すること。）　

２．請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。）（別紙）

３．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）

４．振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号および預金の名義を記載すること。

（別紙）

請求金額の算出内訳

（単位：円）

	補助対象経費の区分
	補助事業に要する経費
	補助率


	補助金の額

	
	配分済額
	実績額

（年月日～年月日）
	支出見込額

（年月日～年月日）
	
	配分済額
	前回までの受領額
	今回請求額

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


（様式第８）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　           住所

　氏名　(名称および代表者の氏名)　

　　　　　年度福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金に係る

　消費税額および地方消費税額の確定に伴う報告書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定のあった上記補助金について、福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

1． 補助金額（交付要領第１１条第１項による額の確定額）　　　　　　　　　　　円

2． 補助金の確定時における消費税および地方消費税に　　　　　　　　　　　　　円

係る仕入控除税額

3． 消費税額および地方消費税額の確定に伴う補助金に　　　　　　　　　　　　　円

係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　

　　４．補助金返還相当額（３．－２．）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　円

　（注）別紙として積算の内訳を添付すること。

（様式第９）

取得財産等管理台帳

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得

年月日
	耐用

年数
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）（１）対象となる取得財産等は、本交付要領第１７条第１項各号に定める財産であって、取得価格または効用の増加価格が単価５０万円以上の機械、器具、備品およびその他の財産とする。
（２）財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
（３）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（４）取得年月日は、検収年月日を記載する。

（様式第１０）

取得財産等明細表（　　　　年度）

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得

年月日
	耐用

年数
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）（１）対象となる取得財産等は、本交付要領第１７条第１項各号に定める財産であって、取得価格または効用の増加価格が単価５０万円以上の機械、器具、備品およびその他の財産とする。
（２）財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産およびその従物）とする。
（３）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（４）取得年月日は、検収年月日を記載すること。

（様式第１１）

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　 　　　　　住所

氏名　(名称および代表者の氏名)　

　　　　年度福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金補助事業財産処分承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって確定通知のあった上記補助金の補助事業について、福井県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金交付要領第１７条第２項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

記

1． 処分しようとする財産およびその理由（別紙）

2． 相手方（住所、氏名、使用の場所および目的）

３．処分の条件

（注）売却、譲渡、交換、貸与、担保提供の相手方のある場合は、それぞれの相手方および条件について記載すること。

（別紙）

処分しようとする財産およびその理由

	財産の名称
	仕様
	数量
	処分の方法
	処分の理由
	備考

	
	
	
	
	
	


　　（注）（１）処分の方法として売却、譲渡、交換、貸与、担保提供等の別を記載する。自己使用の場合は、用途を記載すること.

　　　　　（２）取得財産が共有の場合は、備考に共有相手および共有比率を記載すること。


